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平
成

類似事業

事業の必要性
救急搬送時に迅速な対応を図るため、また、市民の安全・安心を守る事業の一つとして、今後も必要性のあ
る事業である。

対　　　象
（誰・何を対象に）

高齢者や障害者、一人住まいの市民等

事業内容

高齢者や障害者、一人住まいの市民等からの申請に応じて、ひらかた安心カプセル（救急医療情報キット）
を配付する。
なお、配付については、民生委員・児童委員の見守り活動の一助とするものであり、枚方市民生委員児童
委員協議会と協定を締結し、依頼する。
また、平成25年度からは、枚方・寝屋川CKD研究会（透析を行っている医療機関で構成）と協定書を締結
し、新たに、市内の17施設の透析医療機関を通して、透析患者向けに安心カプセルの配付を行う。

根拠法令 ひらかた安心カプセル（救急医療情報キット）配付事業実施要領

実施方法
■直営 □委託又は指定管理（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

事務事業番号 10402300012

事務事業名 ひらかた安心カプセル配布事業

事業開始年度 2010(H22）年度 担当部署 健康部　健康総務課

目　　　的
（何のために）

かかりつけ医療機関や持病等の情報を保管することができる救急医療情報キットを配付することにより、救急
搬送時の迅速な対応を図り、地域の見守り活動を活発にするなど、民生委員児童委員の活動の一助とす
る。
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千円平成24年度
事業費の主な内訳

内　　　　　容 金　　　額

事業費なし 0

その他 0 0 0

一般財源 4,813 400 395

府支出金 0 0 0

受益者負担
(使用料等)

0 0 0

財源内訳

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

国庫支出金 0 0 0

395

直接経費(B) 1,092 0 0

総事業費(A+B) 4,813 400 395

0.46

0.00

0.00

人件費計(A) 3,721 400

従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費 従事職員数 概算人件費

コ　　ス　　ト

H23年度決算 H24年度決算 H25年度当初予算

千円

千円

事業費の主な内訳
(人件費除く)
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単位

① 本

② 件

③

① 円

②

③

成果目標
（目標とする成果）

安心カプセルを必要とする市民に配布することで、救急搬送時の円滑な救助に寄与する。

比較参考値

単位当たりコスト
（総事業費/活動指

標）

事業費/安心カプセルの配付数 2,848 1,180 800

18 9
活動実績

活動指標もしくは成果指標 H23年度 H24年度 H25年度(見込み)

安心カプセルの配付数 1,690 339 500

安心カプセル活用件数

事務事業番号 10402300012

事務事業名 ひらかた安心カプセル配布事業

事業開始年度 2010(H22）年度 担当部署 健康部　健康総務課

二次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策

改善

この事業は、障害者や高齢者、一人暮らしの市民にとって、救急時における迅
速な搬送を期待するもので、市民の安全・安心を守る事業であることから、引き
続き、配付機関の拡大など、配布方法についても検討を行うとともに、安心カプ
セルについて市民への周知を行っていく。

特記事項
平成25年度に枚方・寝屋川CKD研究会と協定書を締結し、新たに、市内の17施設の透析医療機関を通し
て、透析患者向けに安心カプセルの配付を行う。（配付にあたっては、医療機関が透析に関わる情報等もあ
わせて配布している。）

一次点検における
事業の今後の方向
性及び具体的な今
後の取り組み方策
（平成24年度）

改善
配布方法について検討を行うとともに、引き続き、安心カプセルの啓発・推進を
図る。

一次評価結果
（平成24年度）

事業の効果とコストの相関関係の検証が必要では

比較参考値
（他自治体での
事業の例など）

同様の事業は近隣自治体でも実施されている。（例、高槻市・寝屋川市など）


